



 ─ 1950 年代の沖縄問題報道を事例として ─ 
The Anti–Military–Base–Movement and Journalism: 
















































が、プライス調査団であり、その報告書がプライス勧告である。1956 年 6 月に報告さ
れたプライス勧告の中では、「四原則」は否定された結果となった。
この報告に沖縄は反発し、世論は沸騰した。6 月 20 日に 56 市町村で開催された「プ
ライス勧告の拒否と四原則貫徹を誓う住民大会」には、全島であわせて 15 万 5 千人が




















































































対し全面的に反論していたが （2）、その年の 4 月に、日本を含む 5 か国 23 社 25 人を沖
縄に招待し、取材させた。
参加した読売新聞の牧野記者は、12 日から連日沖縄からの記事を発信し、「軍人の
天国沖縄」（4 月 13 日付）「住民との紛争はデマ」とする現地での記者会見などを伝える





























































































たのは、3 誌あわせても 1 本だけであった。（潮見忠雄「沖縄の人権問題」『中央公論』




の難しさについて語る「オキナワと百里原」（『中央公論』1958 年 11 月号）では、地元
で基地反対運動に関わる瀬長フミと山西きよの二人の女性が語り、また「砂川・新島・





































気持だった」とコメントしている（『朝日新聞』1955 年 1 月 13 日付）が、ジャーナリ
ズムにも同様の指摘をすることができるだろう。ジャーナリズムもまた沖縄の問題に
無自覚であったことは事実であった。





















（2） 「沖縄問題　米極東軍の発表全文」『朝日新聞』1955 年 1 月 17 日付
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